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1.  平成23年12月期の業績（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年12月期 10,428 △14.4 22 ― 60 ― △247 ―
22年12月期 12,178 △14.8 △44 ― △39 ― △86 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年12月期 △20.60 ― △4.6 0.6 0.2
22年12月期 △6.86 ― △1.5 △0.3 △0.4
（参考） 持分法投資損益 23年12月期  ―百万円 22年12月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年12月期 9,532 5,207 54.6 434.30
22年12月期 10,714 5,459 51.0 455.15
（参考） 自己資本   23年12月期  5,207百万円 22年12月期  5,459百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年12月期 541 122 △492 2,269
22年12月期 660 85 △850 2,097

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年12月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
23年12月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
24年12月期(予想) ― ― ― ― ― ―

3.  平成24年12月期の業績予想（平成24年1月1日～平成24年12月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) ― ― ― ― ― ― ― ― ―
通期 ― ― ― ― ― ― ― ― ―



4.  その他 
(1) 重要な会計方針の変更 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年12月期 13,906,823 株 22年12月期 13,906,823 株
② 期末自己株式数 23年12月期 1,915,882 株 22年12月期 1,911,805 株
③ 期中平均株式数 23年12月期 11,993,860 株 22年12月期 12,614,868 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終
了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
平成23年12月21日付で開示しております「キヤノンマーケティングジャパン株式会社による当社株券等に対する公開買付けの結果並びに親会社、主要株主で
ある筆頭株主及びその他の関係会社の異動に関するお知らせ」のとおり、当社はキヤノンマーケティングジャパン株式会社の完全子会社化を予定しており、上
場廃止となる予定であります。以上の状況を勘案し平成24年12月期の業績予想及び配当予想は発表いたしません。 
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当事業年度におけるわが国経済は、東日本大震災の影響により、電力供給の制約や生産活動の停滞等
様々な影響を受けました。復興需要などで景気の持ち直しが見られたものの、円高進行や欧州債務問題
などを背景に国内外の設備投資に影響を及ぼし、依然として先行き不安定な状況が続きました。 
こうした厳しい経営環境下、当社は業容の拡大と業績の確保を目指し努力してまいりましたが、売上

高は10,428百万円（前事業年度比14.4％減）となりました。 
利益面では、減収ではあったものの売上総利益率の改善や販売費及び一般管理費の節減効果等から、

営業利益は22百万円（前事業年度は営業損失44百万円）、経常利益は60百万円（前事業年度は経常損失
39百万円）となりました。 
しかしながら、投資有価証券評価損46百万円及び経営合理化策の実施に伴う特別退職金等45百万円等

特別損失合計118百万円を計上したことや繰延税金資産の取崩し等から法人税等調整額171百万円を計上
した結果、当期純損失は247百万円（前事業年度は当期純損失86百万円）となりました。 
主な部門別の概況は、以下のとおりであります。 

漢字プリンタ・システム部門の売上高は6,350百万円（前事業年度比21.0％減）となりました。これ
は主に、当部門のうちSX機が627百万円（前事業年度比34.0％減）となったこと等によります。 

広告制作プリンタ部門の売上高は1,818百万円（前事業年度比1.5％減）となりました。これは、POP
プリンタの売上高は94百万円（前事業年度比29.6％増）となりましたが、サインボード制作プリンタが
売上高97百万円（前事業年度比39.3％減）となったためであります。 

ネットワーク機器及びその他部門の売上高は214百万円（前事業年度比27.0％減）となりました。 

技術サービス等収入部門の売上高は2,044百万円（前事業年度比2.4％増）となりました。これは、当
部門のうち技術サービス収入が1,916百万円（前事業年度比2.4％増）となり、機器賃貸収入が127百万
円（前事業年度比2.4％増）となったためであります。 
  

平成23年12月21日付で開示しております「キヤノンマーケティングジャパン株式会社による当社株券
等に対する公開買付けの結果並びに親会社、主要株主である筆頭株主及びその他の関係会社の異動に関
するお知らせ」のとおり、当社はキヤノンマーケティングジャパン株式会社の完全子会社化を予定して
おり、上場廃止となる予定であります。以上の状況を勘案し平成24年12月期の業績予想は発表いたしま
せん。 

  

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析

①当事業年度の経営成績

〔漢字プリンタ・システム部門〕

〔広告制作プリンタ部門〕

〔ネットワーク機器及びその他部門〕

〔技術サービス等収入部門〕

②次期の見通し
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当事業年度末における総資産は、前事業年度末に比べ1,182百万円減少し9,532百万円となりまし
た。これは、現金及び預金は前事業年度末に比べ171百万円増加の2,300百万円となりましたが、受取
手形が同比529百万円減少の1,060百万円、製品が同比306百万円減少の1,671百万円、売掛金が同比
216百万円減少の1,967百万円となったこと等により、流動資産合計が同比976百万円減少の7,664百万
円となり、また、繰延税金資産が同比179百万円減少の180百万円となったこと等から、固定資産合計
は同比205百万円減少の1,867百万円となったためであります。 
負債は、前事業年度末に比べ930百万円減少し4,324百万円となりました。これは、有利子負債の期

末残高が同比491百万円減少の1,612百万円、退職給付引当金が同比411百万円減少の470百万円、支払
手形が同比375百万円減少の808百万円となったこと等によります。 
純資産は、当期純損失247百万円等により、前事業年度末に比べ251百万円減少し5,207百万円とな

りました。 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度に比べ171百万
円増加し、2,269百万円（前事業年度比8.2％増）となりました。 
当事業年度中における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕 
営業活動によって得られた資金は541百万円（前事業年度比18.0％減）となりました。これは退職

給付引当金の減少額411百万円、仕入債務の減少額312百万円等により資金を使用しましたが、売上債
権の減少額739百万円、長期未払金の増加額221百万円等により資金を獲得したことによるものです。
〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕 
投資活動によって得られた資金は122百万円（前事業年度比42.1％増）となりました。これは、主

に保険積立金の解約による収入145百万円によるものです。 
〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕 
財務活動によって使用した資金は492百万円（前事業年度比42.1％減）となりました。これは、主

に長期借入金の純減額321百万円、短期借入金の純減額170百万円により資金を使用したことによるも
のです。 
なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは以下の通りです。 

  
(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
 （注）自己資本比率：自己資本／総資産 

   時価ベースの自己資本比率：株主時価総額／総資産 
   キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
   1. 株主時価総額は、期末株価×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。 
   2. 有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象としており

ます。 
   3. 利払いは、キャッシュ・フロー計算書の「利息の支払額」を使用しております。 

  

当社は株主への利益還元を充実させていくことを経営上の最重要課題と位置づけております。 
利益配分につきましては、安定した配当を継続して実施するとともに、当面は、財政体質のより一

層の強化のため、内部留保の充実に努めてまいります。 
しかしながら、平成23年11月９日付で公表しております「平成23年12月期配当予想の修正に関する

お知らせ」のとおり、キヤノンＭＪによる本公開買付けが成立したため、平成23年12月期の期末配当
を中止した上で、平成24年12月期の配当予想につきましても２頁の「１．経営成績(1)経営成績に関
する分析②次期の見通し」に記載の理由により発表いたしません。 

  

(2) 財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況

②キャッシュ・フローの状況

平成19年12月期 平成20年12月期 平成21年12月期 平成22年12月期 平成23年12月期

自己資本比率(％) 41.7 39.8 48.2 51.0 54.6

時価ベースの自己資本比率
(％)

22.4 15.3 18.5 13.4 24.5

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率(倍)

12.5 3.0 3.4 3.2 3.0

インタレスト・カバレッジ・
レシオ(倍)

2.8 10.4 8.8 11.9 15.0

(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（昭和情報機器株式会社）と関連会社1社により構成
されております。  
 当社は漢字プリンタ・システム、広告制作プリンタ等プリンタを主力とする各種の情報機器及びシステム
の開発、製造、輸入、販売及び情報処理関連機器等の商品の輸入または国内仕入販売ならびにこれらに付帯
する機器賃貸、技術サービス業務を行っております。 
 特に漢字プリンタの主要製品につきましては、国内外のメーカー等から当社の仕様書に基づく製品（一部
共同開発製品を含む）の供給を受け、これに自社のハードウェアやソフトウェアを付加して独自のシステム
を構築し、当社ブランドによりユーザーへ供給する生産販売活動を主たる業務としております。  
なお、キヤノンマーケティングジャパン株式会社（以下「キヤノンＭＪ」といいます。）が平成23年11月

10日から平成23年12月20日までを公開買付け期間として実施した当社株券等に対する公開買付け（以下、
「本公開買付け」といいます。）により、平成23年12月28日（本公開買付けの決済の開始日）付で、キヤノ
ンＭＪは当社の親会社に該当することになりました。 
また、株式会社マースエンジニアリングは平成23年12月28日付で、当社のその他の関係会社ではなくなっ

ております。 
               
当社と関連会社の当該事業に係る位置づけを事業系統図に示すと次のとおりであります。 

  
 

  

2. 企業集団の状況
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当社は、漢字プリンタのパイオニアとして昭和48年の創業以来一貫して日本語処理システムを事業の
中心に据え業務用大型プリンタのハード、ソフトの開発、製造、販売に従事してまいりました。さら
に、漢字プリンタ以外の部門につきましては、POPプリンタやサインボードプリンタ等の広告制作関
連、あるいはバーコードラベルプリンタ等周辺分野にも進出しております。  
 技術進歩の激しいコンピュータ業界にあり、常に顧客ニーズに沿った最先端の製品を提供するため研
究開発型企業を指向することを経営理念とし、且つ収益の安定性と製品納入後の徹底したメインテナン
ス体制によりユーザーの信頼性を確保することを経営の基本方針としております。 
  

当社は本業の利益を示す「売上高営業利益率」の向上を目指すとともに「売上高経常利益率」につい
て、より高い水準を目指してまいります。 
  

当社の主な事業領域である印刷市場は大きな変革期を迎えており、当社はプロダクション市場に対し
競争優位性のある商品を展開するため、当社の親会社であるキヤノンＭＪとの連携を強化し、両社の企
業価値をさらに高め、持続的成長を遂げるために、相互の経営リソースを活用した強固な協業体制を早
期に構築してまいります。今後、プロダクション市場において「デジタル商業印刷」と「帳票印刷」が
シームレスに変化していくことが予想される中、これら両分野における双方の強みの相乗効果による事
業の拡大を目指します。 
  

 当社はキヤノンＭＪからの出資を受け、今年度より下記の課題に向かって対応してまいります。 
  
① 強力な販売体制と優良顧客の獲得 
当社の長年の業歴によって構築された「帳票印刷」分野における優良顧客チャネルに加え、キヤノン

ＭＪのオフィスデバイス事業及びプロダクション事業で培った顧客基盤を利用することで、より幅広い
ユーザーへのアプローチをしてまいります。また、顧客からの要求レベルが高く、専門性が求められる
「帳票印刷」分野において当社が蓄積してきた販売ノウハウをベースに、オセ社の製品を中心とするキ
ヤノンＭＪグループにおける業務用プリンター分野のビジネス拡大を図ります。 
② 商材・技術面での強力な補完関係の構築 
連続紙プリンターに強みを持つ当社は、デジタルオンデマンド商業印刷機、複写機／複合機、大判プ

リンター等カット紙プリンターに強みを持つキヤノングループ及び高速連続紙・大判プリンターを取り
揃えるオセ社と強固に連携することで、従来よりも厚みを増した幅広いプリンティングシステムの提供
を目指してまります。 
また、オープン化や低コスト化等の技術革新を伴うニーズに対しても、オセ社を含むキヤノングルー

プの技術力及びマーケティング力を最大限に活用し、独自性のある高付加価値な製品・ソリューション
の展開を図ってまいります。 
③ 保守・サービス網の獲得 
連続紙プリンターに関するプロフェッショナルサポート体制を持つ当社は、全国に展開するキヤノン

ＭＪグループのインフラの融合により、広範囲にわたってきめ細かなサービス／サポート体制を構築し
てまいります。また、連続紙プリンター及びカット紙プリンターのサポートを一元的に提供するという
他社にない強みを構築することで、顧客の要望に迅速に対応し、さらなる競争力の拡大につなげてまい
ります。 
④ アジア圏への事業拡大 
２バイト文字の処理技術を有する当社のノウハウを活かし、将来的には中国をはじめとするアジア圏

へのビジネス展開も視野に入れ、キヤノンＭＪが基本方針として掲げている“Beyond JAPAN”の実現に
向けて取り組んでまいります。 
  

上記の目的を達成するため、早急に組織変更、人事異動等を実施し、利益確保を目指して両者シナジー
効果が発揮できる体制を作ってまいります。 

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略

(4) 会社の対処すべき課題
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4. 財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成22年12月31日)

当事業年度
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,128,888 2,300,568

受取手形 ※2 1,590,082 ※2 1,060,356

売掛金 2,183,853 1,967,456

有価証券 19,988 19,993

製品 1,977,579 1,671,220

仕掛品 8,045 3,551

貯蔵品 627,016 600,441

前払費用 23,680 22,927

繰延税金資産 24,834 32,229

その他 64,359 2,125

貸倒引当金 △7,547 △16,482

流動資産合計 8,640,781 7,664,388

固定資産

有形固定資産

建物 ※1 357,336 ※1 358,166

減価償却累計額 △268,505 △282,784

建物（純額） 88,831 75,381

車両運搬具 9,413 9,413

減価償却累計額 △8,509 △8,810

車両運搬具（純額） 904 603

工具、器具及び備品 1,785,971 1,764,067

減価償却累計額 △1,584,703 △1,646,088

工具、器具及び備品（純額） 201,268 117,979

賃貸用機器 287,819 442,251

減価償却累計額 △212,979 △216,002

賃貸用機器（純額） 74,840 226,248

土地 ※1 516,551 ※1 516,551

有形固定資産合計 882,396 936,764

無形固定資産

商標権 1,733 933

ソフトウエア 40,276 190,970

ソフトウエア仮勘定 71,643 8,004

電話加入権 9,056 9,056

無形固定資産合計 122,709 208,964

投資その他の資産

投資有価証券 ※1 220,930 ※1 168,840

関係会社株式 15,000 15,000

出資金 1,200 1,200

長期前払費用 2,644 1,840

繰延税金資産 359,930 180,665

敷金 251,964 237,090

保険積立金 196,404 102,113

その他 45,471 46,627

貸倒引当金 △24,913 △31,273

投資その他の資産合計 1,068,633 722,104

固定資産合計 2,073,739 1,867,833

資産合計 10,714,520 9,532,221
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(単位：千円)

前事業年度
(平成22年12月31日)

当事業年度
(平成23年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 ※2 1,184,012 ※2 808,294

買掛金 651,846 715,120

短期借入金 ※1 1,170,000 ※1 1,000,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1, ※4 591,500 ※1, ※4 289,000

未払金 56,494 116,171

未払費用 75,483 71,379

未払法人税等 29,445 28,522

未払消費税等 19,059 32,912

前受金 47,748 40,721

預り金 70,547 66,729

賞与引当金 38,306 32,972

その他 1,594 578

流動負債合計 3,936,039 3,202,404

固定負債

長期借入金 ※1, ※4 342,000 ※1, ※4 323,000

長期未払金 － 221,732

退職給付引当金 882,297 470,696

役員退職慰労引当金 89,697 105,793

その他 4,969 972

固定負債合計 1,318,964 1,122,194

負債合計 5,255,004 4,324,599

純資産の部

株主資本

資本金 2,744,673 2,744,673

資本剰余金

資本準備金 2,314,671 2,314,671

その他資本剰余金 500,551 500,551

資本剰余金合計 2,815,222 2,815,222

利益剰余金

利益準備金 123,837 123,837

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 208,523 △38,582

利益剰余金合計 332,360 85,254

自己株式 △407,638 △408,330

株主資本合計 5,484,619 5,236,820

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △23,522 △28,359

繰延ヘッジ損益 △1,581 △838

評価・換算差額等合計 △25,103 △29,197

純資産合計 5,459,515 5,207,622

負債純資産合計 10,714,520 9,532,221
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（２）損益計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

売上高

製品売上高 10,183,067 8,383,969

技術サービス等収入 1,995,744 2,044,266

売上高合計 12,178,811 10,428,236

売上原価

製品売上原価 ※1 7,273,355 ※1 5,850,942

技術サービス等収入原価 592,848 518,612

売上原価合計 7,866,203 6,369,554

売上総利益 4,312,608 4,058,681

販売費及び一般管理費

販売手数料 21,645 10,838

販売促進費 250,928 216,638

広告宣伝費 37,956 31,230

貸倒引当金繰入額 － 8,934

従業員給料及び手当 1,626,505 1,526,624

従業員賞与 379,110 333,618

法定福利費 293,023 293,583

賞与引当金繰入額 34,802 29,840

退職給付費用 220,655 209,362

役員退職慰労引当金繰入額 17,225 17,478

賃借料 474,434 456,688

減価償却費 114,466 88,714

研究開発費 25,772 29,220

その他 860,293 783,077

販売費及び一般管理費合計 4,356,821 4,035,851

営業利益又は営業損失（△） △44,213 22,830

営業外収益

受取利息 749 157

受取配当金 7,548 5,471

受取保険金 14,000 －

受取手数料 7,844 9,568

保険解約返戻金 14,101 41,012

金利スワップ評価益 11,183 3,458

その他 7,501 14,721

営業外収益合計 62,929 74,390

営業外費用

支払利息 51,497 33,745

その他 6,646 2,596

営業外費用合計 58,143 36,342

経常利益又は経常損失（△） △39,427 60,878
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

特別損失

固定資産除却損 ※3 5,051 ※3 1,934

投資有価証券評価損 34,326 46,736

会員権評価損 － 10,221

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 7,755

退職給付制度改定損 － 7,091

特別退職金等 － 45,154

その他 825 －

特別損失合計 40,202 118,894

税引前当期純損失（△） △79,629 △58,015

法人税、住民税及び事業税 19,148 18,032

法人税等調整額 △12,267 171,057

法人税等合計 6,881 189,090

当期純損失（△） △86,511 △247,105
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（３）株主資本等変動計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,744,673 2,744,673

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,744,673 2,744,673

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 2,814,671 2,314,671

当期変動額

資本準備金の取崩 △500,000 －

当期変動額合計 △500,000 －

当期末残高 2,314,671 2,314,671

その他資本剰余金

前期末残高 551 500,551

当期変動額

準備金から剰余金への振替 500,000 －

当期変動額合計 500,000 －

当期末残高 500,551 500,551

資本剰余金合計

前期末残高 2,815,222 2,815,222

当期変動額

資本準備金の取崩 △500,000 －

準備金から剰余金への振替 500,000 －

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,815,222 2,815,222

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 123,837 123,837

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 123,837 123,837

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 350,000 －

当期変動額

別途積立金の取崩 △350,000 －

当期変動額合計 △350,000 －

当期末残高 － －
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

繰越利益剰余金

前期末残高 △539 208,523

当期変動額

剰余金の配当 △54,426 －

当期純損失（△） △86,511 △247,105

別途積立金の取崩 350,000 －

当期変動額合計 209,062 △247,105

当期末残高 208,523 △38,582

利益剰余金合計

前期末残高 473,298 332,360

当期変動額

剰余金の配当 △54,426 －

当期純損失（△） △86,511 △247,105

当期変動額合計 △140,937 △247,105

当期末残高 332,360 85,254

自己株式

前期末残高 △117,971 △407,638

当期変動額

自己株式の取得 △289,666 △692

当期変動額合計 △289,666 △692

当期末残高 △407,638 △408,330

株主資本合計

前期末残高 5,915,223 5,484,619

当期変動額

資本準備金の取崩 △500,000 －

準備金から剰余金への振替 500,000 －

剰余金の配当 △54,426 －

当期純損失（△） △86,511 △247,105

自己株式の取得 △289,666 △692

当期変動額合計 △430,603 △247,798

当期末残高 5,484,619 5,236,820
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △33,107 △23,522

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 9,585 △4,837

当期変動額合計 9,585 △4,837

当期末残高 △23,522 △28,359

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △2,319 △1,581

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 738 743

当期変動額合計 738 743

当期末残高 △1,581 △838

評価・換算差額等合計

前期末残高 △35,427 △25,103

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 10,323 △4,094

当期変動額合計 10,323 △4,094

当期末残高 △25,103 △29,197

純資産合計

前期末残高 5,879,795 5,459,515

当期変動額

資本準備金の取崩 △500,000 －

準備金から剰余金への振替 500,000 －

剰余金の配当 △54,426 －

当期純損失（△） △86,511 △247,105

自己株式の取得 △289,666 △692

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 10,323 △4,094

当期変動額合計 △420,280 △251,892

当期末残高 5,459,515 5,207,622
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（４）キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純損失（△） △79,629 △58,015

減価償却費 222,708 168,335

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,050 △5,334

退職給付引当金の増減額（△は減少） 35,326 △411,600

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △169,663 16,096

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,964 15,294

受取利息及び受取配当金 △8,298 △5,628

支払利息 51,497 33,745

金利スワップ評価損益（△は益） △11,183 △3,458

固定資産除売却損益（△は益） 5,051 1,934

投資有価証券評価損益（△は益） 34,326 46,736

保険解約返戻金 － △41,012

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 7,755

機器組込ソフトウエアの増減額（△は増加） △63,972 △122,287

売上債権の増減額（△は増加） 1,221,556 739,096

たな卸資産の増減額（△は増加） △87,348 165,261

仕入債務の増減額（△は減少） △357,039 △312,443

長期未払金の増減額（△は減少） － 221,732

その他 △61,912 133,992

小計 728,402 590,199

利息及び配当金の受取額 8,322 5,620

利息の支払額 △55,342 △36,141

法人税等の支払額 △20,696 △17,710

営業活動によるキャッシュ・フロー 660,686 541,968

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 120,000 －

有形固定資産の取得による支出 △45,535 △14,977

投資有価証券の売却による収入 － 875

保険積立金の解約による収入 － 145,100

その他 11,407 △8,962

投資活動によるキャッシュ・フロー 85,871 122,034

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 16,000 △170,000

長期借入れによる収入 300,000 300,000

長期借入金の返済による支出 △822,575 △621,500

自己株式の取得による支出 △289,666 △692

配当金の支払額 △53,800 △131

財務活動によるキャッシュ・フロー △850,041 △492,323

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △103,483 171,679

現金及び現金同等物の期首残高 2,201,372 2,097,888

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 2,097,888 ※1 2,269,568
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該当事項はありません。 
  

  
  

 
  

(5) 継続企業の前提に関する注記

(6) 重要な会計方針

項目
前事業年度

(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

(2) 関連会社株式

移動平均法による原価法

(3) その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

(1) 満期保有目的の債券

同左

(2) 関連会社株式

同左

(3) その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ

時価法

同左

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）によっており

ます。

(1) 製品、仕掛品

個別法。一部の製品については月

次総平均法。

 評価基準は原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）によっており

ます。

(1) 製品、仕掛品

同左

(2) 貯蔵品

月次総平均法

(2) 貯蔵品

同左

４ 固定資産の減価償却の方
    法

(1) 有形固定資産

定率法

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

工具、器具及び備品 ４～８年

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

定額法

なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年以内）に基づく定額

法によっております。また、機器

組込ソフトウェアについては、機

器の販売見込期間（４年以内）に

おける見込販売台数に基づく償却

額と販売可能な残存有効期間に基

づく均等配分額を比較し、いずれ

か大きい額を計上しております。

(2) 無形固定資産

同左
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項目
前事業年度

(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

５ 外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。

同左

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討して回収不能見込額を計上してお

ります。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるた

め、将来の支給見込額のうち当事業

年度負担額を計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。なお、過去勤務債務

については、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間内の一定の年数

（５年）による按分額を償却してお

ります。また、数理計算上の差異に

ついては、それぞれ発生年度の翌事

業年度から平均残存勤務期間内の一

定の年数（５年）による按分額を償

却することとしております。

(会計方針の変更)

当事業年度より、「退職給付に係

る会計基準」の一部改正（その３）

（企業会計基準第19号 平成20年７月

31日）を適用しております。

なお、この変更に伴う損益への影

響はありません。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。なお、過去勤務債務

については、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間内の一定の年数

（５年）による按分額を償却してお

ります。また、数理計算上の差異に

ついては、それぞれ発生年度の翌事

業年度から平均残存勤務期間内の一

定の年数（５年）による按分額を償

却することとしております。

(4) 役員退職慰労引当金

役員に対する退職慰労金の支払い

に備えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

同左
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項目
前事業年度

(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

７ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……金利スワップ

ヘッジ対象……借入金の金利

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針

金利スワップは、金利の変動によ

るリスク回避を目的としており、投

機的な取引は行わない方針でありま

す。

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点

までの期間において、ヘッジ対象と

ヘッジ手段の相場変動の累計を比較

し、両者の変動額等を基礎にして判

断しております。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

同左

８ キャッシュ・フロー計算
  書における資金の範囲

 キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。

       同左

９ その他財務諸表作成のた 

  めの基本となる重要な事 

  項

(1) 消費税等の会計処理方法

税抜方式を採用しております。

(2) リース取引会計基準の改正適用初

年度開始前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引の会計処理方法

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

(1) 消費税等の会計処理方法

同左

(2) リース取引会計基準の改正適用初

年度開始前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引の会計処理方法

同左
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(7) 重要な会計方針の変更

(会計方針の変更)

前事業年度
              (自 平成22年１月１日 
               至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

         ――――― (資産除去債務に関する会計基準等)

 当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して

おります。

 これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ518千

円減少し、税引前当期純損失は8,274千円増加してお

ります。また、当会計基準の適用開始により、投資そ

の他の資産が8,274千円減少しております。

(表示方法の変更)

前事業年度
              (自 平成22年１月１日 
               至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

(損益計算書)

１ 前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて

表示していた「保険解約返戻金」は、営業外収益の

合計額の100分の10を超えることとなったため区分掲

記することに変更しました。

なお、前事業年度における「保険解約返戻金」は

3,040千円であります。

(損益計算書)

 前事業年度において、特別損失の「その他」に含め

て表示していた「会員権評価損」は、金額的重要性が

増したため、区分掲記することに変更しました。

 なお、前事業年度における「会員権評価損」は825

千円であります。

２ 「技術サービス等収入」は、前事業年度まで「機

器賃貸等収入」と表示しており、また、「技術サー

ビス等収入原価」は、前事業年度まで「機器賃貸等

収入原価」と表示しておりましたが、事業内容をよ

り明瞭に表示するために、当事業年度より勘定科目

の名称を変更しております。
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(8) 財務諸表に関する注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成22年12月31日)

当事業年度 
(平成23年12月31日)

※１ 資産のうち担保に供しているのは、次のとおり

であります。

(1) 担保提供資産

建物 11,599千円

土地 503,207千円

投資有価証券 131,224千円

合計 646,031千円

※１ 資産のうち担保に供しているのは、次のとおり

であります。

(1) 担保提供資産

建物 10,497千円

土地 503,207千円

投資有価証券 98,218千円

合計 611,923千円

(2) 上記に対応する債務

短期借入金 150,000千円

１年内返済予定の
長期借入金

255,500千円

長期借入金 86,750千円

合計 492,250千円

(2) 上記に対応する債務

短期借入金 150,000千円

１年内返済予定の
長期借入金

78,000千円

長期借入金 210,000千円

合計 438,000千円

※２ 期末満期手形の処理

当事業年度末日は金融機関の休日に当たりま

すが、平成22年12月31日満期手形は同日に決済

されたものとして処理しております。

内訳は次のとおりです。

受取手形 32,931千円

支払手形 247,476千円

※２ 期末満期手形の処理

当事業年度末日は金融機関の休日に当たりま

すが、平成23年12月31日満期手形は同日に決済

されたものとして処理しております。

内訳は次のとおりです。

受取手形 36,458千円

支払手形 240,904千円

３  偶発債務

債務保証

リース代金支払の保証

取引先２社 174,133千円

３  偶発債務

債務保証

リース代金支払の保証

取引先２社 128,785千円

※４ 財務制限条項

借入金のうち562,500千円には財務制限条項

が付されており、下記の条項に抵触した場合に

は、多数貸付人の請求に基づくエージェントの

当社に対する通知により契約上の全ての債務に

ついて期限の利益を失い、借入金の元本及び利

息を支払うことになっております。

(1) 各事業年度の決算期における貸借対照表

の純資産の金額を、平成17年12月期または平成

18年12月期のそれぞれの貸借対照表の純資産の

金額の80％以上に維持すること。

(2) 各事業年度の決算期における経常損益を

２期連続して損失とならないようにすること。

※４ 財務制限条項

借入金のうち125,000千円には財務制限条項

が付されており、下記の条項に抵触した場合に

は、多数貸付人の請求に基づくエージェントの

当社に対する通知により契約上の全ての債務に

ついて期限の利益を失い、借入金の元本及び利

息を支払うことになっております。

(1) 各事業年度の決算期における貸借対照表

の純資産の金額を、平成17年12月期または平成

18年12月期のそれぞれの貸借対照表の純資産の

金額の80％以上に維持すること。

(2) 各事業年度の決算期における経常損益を

２期連続して損失とならないようにすること。

(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の
低下による簿価切下額

売上原価 91,580千円

※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の
低下による簿価切下額

売上原価 42,548千円

２ 研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費 25,772千円

２ 研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費 29,220千円

※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま
す。

 建物 175千円

 工具、器具及び備品 4,793千円

 賃貸用機器 82千円

合計 5,051千円

 

※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま
す。

工具、器具及び備品 1,934千円

合計 1,934千円
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(変動事由の概要)  

普通株式の増加数の内訳は次のとおりであります。 

取締役会決議による自己株式の取得による増加 1,611,000株 

単元未満株式の買取りによる増加 510株 

  

  (1) 配当金支払額 

 
  

 
  

 
(変動事由の概要)  

普通株式の増加数の内訳は次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加 4,077株 

  

  (1) 配当金支払額 

該当事項はありません。 
  

  
  (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

該当事項はありません。 
  

  

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 13,906,823 ― ― 13,906,823

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 300,295 1,611,510 ― 1,911,805

３ 配当に関する事項

決議
株式の
種類

配当金の
総額

(百万円)

1 株当たり
配当額 
（円）

基準日 効力発生日

平成22年３月30日 
  定時株主総会

普通
株式

54 4 平成21年12月31日 平成22年３月31日

当事業年度(自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 13,906,823 ― ― 13,906,823

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 1,911,805 4,077 ― 1,915,882

３ 配当に関する事項

－19－

昭和情報機器株式会社（6922）　平成23年12月期 決算短信〔日本基準〕（非連結）



  

 
  

  

(キャッシュ・フロー計算書関係)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に

掲記されている科目の金額とその関係
（平成22年12月31日現在）

現金及び預金勘定 2,128,888千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △31,000千円

現金及び現金同等物 2,097,888千円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に

掲記されている科目の金額とその関係
（平成23年12月31日現在）

現金及び預金勘定 2,300,568千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △31,000千円

現金及び現金同等物 2,269,568千円

(リース取引関係)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

 リース取引開始日が平成20年12月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

 リース取引開始日が平成20年12月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

(借主側) (借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

工具、器具 
及び備品

15,852 6,605 9,247

その他 6,000 4,000 2,000

合計 21,852 10,605 11,247

 

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

工具、器具
及び備品

15,852 9,775 6,076

その他 6,000 5,200 800

合計 21,852 14,975 6,876

 

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 4,370千円

１年超 6,876千円

合計 11,247千円
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 3,970千円

１年超 2,906千円

合計 6,876千円

(注) 取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相

当額は、有形固定資産及び未経過リース料の期末

残高等に占めるその割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。

（注）        同左

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 4,573千円

減価償却費相当額 4,573千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 4,370千円

減価償却費相当額 4,370千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左
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(注)  時価が取得原価の30％以上下落した場合、著しい下落と判断し減損処理の要否を検討しております。 

  

当事業年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損34,326千円を計上しております。 
  

(有価証券関係)

前事業年度（平成22年12月31日現在）

１ 満期保有目的の債券

区分
 貸借対照表計上額

（千円）
時価

（千円）
差額

（千円）

時価が貸借対照表計上額
を超えるもの

― ― ―

時価が貸借対照表計上額
を超えないもの

29,983 29,983 ―

合計 29,983 29,983 ―

２ その他有価証券

区分
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額 
(千円)

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

株式 62,562 53,995 8,566

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 62,562 53,995 8,566

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

株式 137,973 170,062 △32,088

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 137,973 170,062 △32,088

合計 200,535 224,057 △23,522

３ 減損処理を行った有価証券(自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日）
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(注) 時価が取得原価の30％以上下落した場合、著しい下落と判断し減損処理の要否を検討しております。 

  

当事業年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損46,736千円を計上しております。 
  

当事業年度（平成23年12月31日現在）

１ 満期保有目的の債券

区分
 貸借対照表計上額

（千円）
時価

（千円）
差額

（千円）

時価が貸借対照表計上額
を超えるもの

― ― ―

時価が貸借対照表計上額
を超えないもの

29,989 29,989 ―

合計 29,989 29,989 ―

２ その他有価証券

区分
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額 
(千円)

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

株式 13,032 11,064 1,967

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 13,032 11,064 1,967

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

株式 135,412 165,739 △30,327

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 135,412 165,739 △30,327

合計 148,444 176,804 △28,359

３ 減損処理を行った有価証券(自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日）
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当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度と適格年金制度を併用しております。 

なお、退職金制度の一部(定年退職者に係る退職金のうち70％相当分)を平成３年４月１日より適格年

金制度へ移行しております。 

この他に平成19年６月１日より確定拠出年金制度を設けております。 
  

 
  

 
(注) 確定拠出年金の拠出額であります。 

  

 
  

(退職給付関係)

前事業年度(自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

２ 退職給付債務に関する事項(平成22年12月31日)

イ 退職給付債務 △1,883,980千円

ロ 年金資産 768,822千円

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △1,115,157千円

ニ 未認識数理計算上の差異 219,972千円

ホ 未認識過去勤務債務 12,888千円

ヘ 退職給付引当金(ハ＋ニ＋ホ) 882,297千円

３ 退職給付費用に関する事項

イ 勤務費用 102,525千円

ロ 利息費用 37,669千円

ハ 期待運用収益 △15,298千円

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 64,341千円

ホ 過去勤務債務の費用処理額 22,094千円

ヘ その他 (注) 37,102千円

ト 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 248,435千円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項(平成22年12月31日)

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.00％

ハ 期待運用収益率 2.00％

ニ 数理計算上の差異の処理年数 5年

ホ 過去勤務債務の処理年数 5年
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当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度及び確定給付企業年金制度を併用し、確定拠出型の

制度として確定拠出年金制度を設けております。 

なお、従来まで設けていた適格退職年金制度については、平成23年７月１日付で退職一時金制度、確

定給付企業年金制度及び確定拠出年金制度へ移行しております。 
  

 
  

 
(注) 確定拠出年金の拠出額であります。 

  

 
  

当事業年度(自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

２ 退職給付債務に関する事項(平成23年12月31日)

イ 退職給付債務 △1,359,616千円

ロ 年金資産 744,103千円

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △615,513千円

ニ 未認識数理計算上の差異 144,817千円

ホ 未認識過去勤務債務 ―千円

ヘ 退職給付引当金(ハ＋ニ＋ホ) △470,696千円

３ 退職給付費用に関する事項

イ 勤務費用 87,246千円

ロ 利息費用 32,547千円

ハ 期待運用収益 △15,331千円

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 72,802千円

ホ 過去勤務債務の費用処理額 12,448千円

ヘ その他 (注) 46,674千円

ト 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 236,386千円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項(平成23年12月31日)

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 1.60％

ハ 期待運用収益率 2.00％

ニ 数理計算上の差異の処理年数 5年

ホ 過去勤務債務の処理年数 5年
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当社の事業は、プリンタ等情報機器の開発製造販売及びこれらの付随業務の単一セグメントである

ため、記載を省略しております。 
  

当事業年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成21年３月

27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号  平

成20年３月21日)を適用しております。 

  

(税効果会計関係)

前事業年度 
(平成22年12月31日)

当事業年度 
(平成23年12月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  繰延税金資産              (千円)

退職給付引当金 359,006

未払事業税等 7,164

賞与引当金 15,587

会員権評価損等 5,628

貸倒引当金 8,448

関係会社株式評価損 3,987

たな卸資産評価損等 90,941

役員退職慰労引当金 36,497

投資有価証券評価損 35,673

その他有価証券評価差額金 9,571

その他 238,515

繰延税金資産小計 811,021

評価性引当額 △426,256

繰延税金資産合計 384,764

繰延税金資産の純額 384,764

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  繰延税金資産              (千円)

退職給付引当金 192,715

未払事業税等 7,020

賞与引当金 14,253

会員権評価損等 5,940

貸倒引当金 15,533

関係会社株式評価損 3,704

たな卸資産評価損等 93,336

役員退職慰労引当金 39,990

投資有価証券評価損 20,986

その他有価証券評価差額金 10,719

確定拠出年金未払金 121,657

その他 268,271

繰延税金資産小計 794,130

評価性引当額 △581,235

繰延税金資産合計 212,895

繰延税金資産の純額 212,895

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との差異

の原因となった主な項目別の内訳

税引前当期純損失が計上されているため記載を省略

しております。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との差異

の原因となった主な項目別の内訳

税引前当期純損失が計上されているため記載を省略

しております。

 

３ 法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税

金負債の修正

平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応

した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正

する法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大

震災からの復興のための施策を実施するために必要な

財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第

117号）が公布され、平成24年４月１日以降開始する

事業年度より法人税率が変更されることとなりまし

た。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計

算に使用される法定実効税率は、一時差異等に係る解

消時期に応じて以下のとおりとなります。

平成24年12月31日まで 40.00％

平成25年１月１日から平成27年12月31日まで

38.00％

平成28年１月１日以降 35.00％

なお、この変更による影響額は軽微であります。

(セグメント情報等)

(追加情報)
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１ 関連当事者との取引 

重要性がないため、記載を省略しております。 

  

２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

親会社情報 

キヤノン株式会社（東京証券取引所、大阪証券取引所、名古屋証券取引所、福岡証券取引所、札幌

証券取引所、ニューヨーク証券取引所に上場） 

キヤノンマーケティングジャパン株式会社（東京証券取引所に上場） 

  

(持分法損益等)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

当社の当期純利益の額及び剰余金の額からみて重要

性が乏しいため記載を省略しております。

同左

(関連当事者情報)
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(注)算定上の基礎 

   

１ １株当たり純資産額 
  

 
  
２ １株当たり当期純損失金額 

  

 
  

該当事項はありません。 
  

金融商品、デリバティブ取引、ストック・オプション等、企業結合等に関する注記事項について

は、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

 
１株当たり純資産額 455円15銭 １株当たり純資産額 434円30銭

 
１株当たり当期純損失金額（△） △6円86銭 １株当たり当期純損失金額（△） △20円60銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、１株当たり当期純損失が計上されており、

また希薄化効果を有する潜在株式がないため記載して

おりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、１株当たり当期純損失が計上されており、

また希薄化効果を有する潜在株式がないため記載して

おりません。

前事業年度
（平成22年12月31日）

当事業年度 
（平成23年12月31日）

純資産の部の合計額（千円） 5,459,515 5,207,622

純資産の部の合計額から控除する金額
（千円）

― ―

普通株式に係る期末の純資産額 
（千円）

5,459,515 5,207,622

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た期末の普通株式の数（千株）

11,995 11,990

前事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

当期純損失（△）（千円） △86,511 △247,105

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る当期純損失（△）（千
円）

△86,511 △247,105

普通株式の期中平均株式数（千株） 12,614 11,993

(重要な後発事象)

(開示の省略)
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①部門別売上高明細表 
 （単位千円） 

 
  

②主要製品の期中受注高及び受注残高 
 （単位千円） 

 
  

役員の異動については、内容が定まった時点で開示いたします。 

  

5. その他

(1) 生産、受注及び販売の状況

        期  別
前事業年度

  （自 平成22年１月１日
   至 平成22年12月31日）

当事業年度
（自 平成23年１月１日
 至 平成23年12月31日）

比較増減
（△印は減少）

部 門 別   金 額 構成比 金 額 構成比 金 額

     千円 % 千円 % 千円

漢字プリンタ・システム 8,043,795 66.0 6,350,951 60.9 △1,692,844

広告制作プリンタ 1,845,699 15.2 1,818,617 17.4 △27,082

ネットワーク機器及びその他 293,572 2.4 214,400 2.1 △79,172

技術サービス等収入 1,995,744 16.4 2,044,266 19.6 48,522

合計 12,178,811 100.0 10,428,236 100.0 △1,750,575

          期  別
前事業年度

（自 平成22年１月１日
    至 平成22年12月31日）

当事業年度
（自 平成23年１月１日
 至 平成23年12月31日）

部 門 別 受 注 高 受 注 残 高 受 注 高 受 注 残 高

     千円 千円 千円 千円

漢字プリンタ・システム 8,069,559 81,555 6,372,324 102,927

広告制作プリンタ 1,886,840 44,193 1,786,259 11,836

ネットワーク機器及びその他 270,743 6,910 251,229 43,739

合計 10,227,144 132,658 8,409,813 158,503

(2) 役員の異動
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